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1 まえがき
平成 28年に発生した熊本地震（以下，「熊本地震」）

では大規模な家屋被災が多数発生した．災害対処活動
のための情報分析は，目視判読に依存し，膨大な時間
を要している．倒壊家屋の自動検出の手法として，航
空機が取得した発災前後の表層情報の差分を用いた倒
壊家屋の判定法は有用である [1, 2]．これは，空撮画像
から得た数値表層モデル（DSM）の差分を用いて倒壊
家屋を判定する手法（以下，「DSM差分法」）[1]であ
るが，航空レーザ測量データは，空撮画像から得られ
る数値表層モデルに比べより高い精度の数値表層情報
を含んでいるため，これを用いることで正確性を向上
できると考えられる．
本報告では，航空レーザ測量データから迅速かつ正

確に被災家屋を自動検出する情報処理手法を提案し，
その性能を評価した結果について示す．

2 提案手法
本提案手法は，地震により倒壊した家屋の特徴とし

て地表高の変化が伴うことに着目し，以下の手順で発
災前後の建物の地表高変化を求めるものである．
まず，発災前後の航空レーザ測量データDSM（オリ

ジナルデータ）から数値標高モデル DEM（グランド
データ）を作成する．それらの差分から地表面に存在
する地物（建物など）の地表高モデルを作成する．得
られた発災前後の標高モデルに関して建物区画内情報
を集計し，各建物ごとの地表高モデルBEM（Building

Eelevation Model）を求める．そうして得た発災前後
の建物の地表高の差分を取り，発災前後の建物ごとの
地表高の統計的な変化量を求める．最後に，この値を
評価して倒壊家屋を検出する．
この処理手法により，測量時の誤差や測量データの

位置情報のずれなどに対してロバストに発災前後の変
化を数値評価可能になる．
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表 1: 家屋被害区分
被害区分 閾値 [m]

被害なし -10.0 ～ 0.0

被害小 0.0 ～ 0.5

被害中 0.5 ～ 1.05

被害大 1.05 ～ 10.0

3 実験
提案手法の性能を評価するため，空撮画像を用いた

DSM差分法 [1]，目視判読，現地調査による検出結果
[5]それぞれとの比較を行った．
本実験では，まず国土地理院が提供している発災前

（平成 21年）及び発災後（平成 28年）に得られた航空
レーザ測量データ [3]から線形補完法を用いて欠損個所
を埋めた DSM及び DEMを作成した．その後，DSM

と同地域のDEMとの差分からBEMを求めた．発災前
後の変化量を評価するために 1× 1[m]区画内の中央値
の差分を求めた．この差分値が特定の閾値以上となっ
た区画面積の割合が 50%以上の家屋を抽出した．差分
値は，発災前の BEMと発災後の BEMの差を算出し，
その被害判定は表 1の４区分とした．各閾値は，建築
基準法施行令で家屋の居室高が 2.1mであることを参
考に決定した．目視判読も発災後の航空写真から確認
できる家屋の倒壊状況から被害区分を同様に 4段階で
評価した．
図 1に示した 2206軒の範囲に関して，目視判読で被

害大と判定された家屋は 985軒，航空レーザ測量デー
タによる DSM差分法での被害大と判定された家屋は
354軒，空撮画像による DSM差分法での被害大と判
定された家屋は 676軒であった．空撮画像によるDSM

差分法 [1]での被害大と判定された家屋 676軒の内，目
視判読でも倒壊家屋と判定された家屋は 512軒で，被
害大判定の正答率は 75%であった．
また，航空レーザ測量データによるDSM差分法で被

害大と判断された家屋 483軒の内，目視判読でも倒壊
家屋と判定された家屋は 421軒，被害大判定の正答率は
91%であり，目視判読とほぼ同等の判定結果になった．
目視判読では被害大，航空レーザ測量データによる
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(a) 目視判読

(b) 提案手法

図 1: 目視判読結果との比較

DSM差分法では被害なしと判定された家屋の大半は，
表層情報に変化の少ない被害家屋であった．目視判読
では被害なし，航空レーザ測量データによる DSM差
分法では被害大と判定されたものは，DSM作成時の線
形補間に失敗した家屋であった．
次に国土技術政策総合研究所が熊本地震発災後に行っ

た現地調査の結果 [5]との比較を行った．提案手法の
結果を国土地理院提供の建物区画 [4]内で集計して各
家屋の倒壊状況を評価した．その後，現地調査と同じ
57× 57[m]区画内で被害大と判定された家屋の割合を
可視化した．
図 2は，調査対象地域の提案手法による判定結果と

調査結果 [5]を重ねた結果である．この結果から，DSM

差分法で被害大と判定された家屋が密集している地域
と現地調査で区画内の大部分の家屋が倒壊している地
域が概ね一致した．現地調査は，5日間かけて行われた
ものであるが，提案手法は，数分程度で処理を完了で
きた．レーザ測量実施に必要な時間を考慮しても，発
災直後に被災状況を把握できる本手法は有事即応の観
点から有用と考えられる．

4 むすび
本報告では，航空レーザ測量データから迅速かつ正

確に被災家屋を自動検出する情報処理手法を提案し，
その性能を評価した結果について示した．熊本地震前
後のレーザー測量データを用いて被災家屋を自動検出

(a) 現地調査結果 [5]

(b) 提案手法

図 2: 現地調査結果との比較

した結果，目視判読よりも迅速に被災状況の分布を把
握できることが分かった．
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